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平成20年11月13日 

各 位 
会 社 名     株式会社 博報堂ＤＹホールディングス 
代表者名 代表取締役社長           戸 田 裕 一 

（コード番号 ２４３３ 東証第一部） 
問合せ先 Ｉ Ｒ 部 長  八 木   聡 

（ＴＥＬ ０３－６４４１－９０３３） 
 

平成21年3月期  第2四半期決算短信 参考資料 

 

 
 本日公表しました平成21年3月期  第2四半期決算短信の主要な点につきまして以下の通りまと

めましたので、参考資料とさせていただきます。 

 

記 

１． 四半期連結損益計算書 要約（平成20年4月1日～平成20年9月30日） 

(単位：百万円）

平成20年3月期 平成21年3月期 前年同期比

第2四半期累計
（実績）

第2四半期累計
（実績）

増減額 （％）

売上高 523,858 514,290 △ 9,568 -1.8% 

売上総利益 78,734 75,688 △ 3,046 -3.9% 

売上総利益率 15.0% 14.7% -0.3% 

販管費 66,279 71,724 5,445 8.2% 

営業利益 12,455 3,964 △ 8,491 -68.2% 

(ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾏｰｼﾞﾝ) (15.8%) (5.2%) (-10.6%)

営業外損益 739 1,364 625

経常利益 13,195 5,329 △ 7,866 -59.6% 

特別損益 △ 396 △ 207 189

税引前利益 12,798 5,121 △ 7,676 -60.0% 

四半期純利益 7,505 2,297 △ 5,207 -69.4% 

 (ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾏｰｼﾞﾝ) = 営業利益／売上総利益  
 

米国発の金融危機は世界全体に波紋を広げ、その影響は実体経済にも及びつつあります。そうし

た混乱もあり、日本の広告業界は北京五輪があったにも関わらず昨年後半からの減速傾向から脱却

できずにおります。 

こうした状況下、当社グループでは、中核会社である株式会社博報堂、株式会社大広、株式会社

読売広告社及び株式会社博報堂DYメディアパートナーズを中心に、特色を活かした営業活動を行な

いましたが、第2四半期（4-9月累計）の売上高は5,142億90百万円（前年同期比1.8％減少）と、

第1四半期に引き続き減収となりました。 

また、第1四半期に発生した赤坂地区への本社機能移転にともなう一時費用や、退職給付費用の

増加等により販管費が前年同期比 8.2％増加し、第 2 四半期（4-9 月累計）の営業利益は 39 億 64

百万円（前年同期比68.2％減少）、経常利益53億29百万円（同59.6％減少）、四半期純利益22億

97百万円（同69.4％減少）と、第1四半期と比較すると減益率を縮めたものの、好調であった前年

同期と比較して大幅な減益となりました。 
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なお、㈱読売広告社の旧本社ビル別館売却にともない特別利益として固定資産売却益14億14百

万円を計上したほか、特別損失として、たな卸資産評価損9億円、減損損失2億57百万円、投資有

価証券評価損2億3百万円、事務所移転費用1億76百万円等を計上いたしました。 

 

 

2. 連結貸借対照表 要約（平成20年9月30日） 

(単位：百万円）

平成20年3月末 平成20年9月末 前期末比

金額 構成比 金額 構成比 増減額 （％）

流動資産 407,899 73.8% 344,818 70.7% △ 63,081 -15.5%

固定資産 144,798 26.2% 142,974 29.3% △ 1,823 -1.3%

資産合計 552,697 100.0% 487,792 100.0% △ 64,904 -11.7%

流動負債 332,743 60.2% 268,843 55.1% △ 63,900 -19.2%

固定負債 5,879 1.1% 7,505 1.6% 1,625 27.7%

負債合計 338,623 61.3% 276,348 56.7% △ 62,274 -18.4%

株主資本 208,910 37.8% 208,939 42.8% 28 0.0%

評価・換算差額等 2,153 0.4% (802) -0.2% △ 2,956 -137.2%

少数株主持分 3,009 0.5% 3,307 0.7% 297 9.9%

純資産合計 214,074 38.7% 211,444 43.3% △ 2,630 -1.2%

負債及び純資産合計 552,697 100.0% 487,792 100.0% △ 64,904 -11.7%
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3. 通期の連結業績見通し（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

(単位：百万円） （参考）

平成20年3月期 平成21年3月期 前期比

実績 見通し 増減額 （％）

売上高 1,118,749 1,080,800 △ 37,949 -3.4% 1,105,800

営業利益 25,007 16,500 △ 8,507 -34.0% 18,000

経常利益 26,864 18,700 △ 8,164 -30.4% 20,200

当期純利益 10,021 9,500 △ 521 -5.2% 10,300

(ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾏｰｼﾞﾝ) 15.3% 10.3% -5.0% 11.0%

 (ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾏｰｼﾞﾝ) = 営業利益／売上総利益

8月7日時点での
当期見通し

 

(単位：百万円）

上期 下期 通期

平成21年3月期 前年同期比 平成21年3月期 前年同期比 平成21年3月期 前期比

実績 増減額 （％） 見通し 増減額 （％） 見通し 増減額 （％）

売上高 514,290 △ 9,568 -1.8% 566,510 △ 28,381 -4.8% 1,080,800 △ 37,949 -3.4% 

営業利益 3,964 △ 8,491 -68.2% 12,536 △ 16 -0.1% 16,500 △ 8,507 -34.0% 

経常利益 5,329 △ 7,866 -59.6% 13,371 △ 298 -2.2% 18,700 △ 8,164 -30.4% 

当期純利益 2,297 △ 5,208 -69.4% 7,203 4,687 186.3% 9,500 △ 521 -5.2% 

(ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾏｰｼﾞﾝ) 5.2% -10.6% 14.8% 0.1% 10.3% -5.0%

 (ｵﾍﾟﾚｰﾃｨﾝｸﾞ・ﾏｰｼﾞﾝ) = 営業利益／売上総利益  

 

平成21年3月期の見通しについては、市場環境の変化を受け、8月7日に業績見通しの修正を

行ないましたが、8 月以降も実体経済の悪化の影響が出てきており、今回、再度、業績見通しの

修正を行ないました。 

 

今回、下期の売上高見通しを、もう一段の市場環境悪化を背景に、前回修正時から下方修正し、

通期の売上高を前期比-3.4%としました。 

そのような厳しい環境ではありますが、引き続き「マス・マーケティングとリレーションシッ

プ・マーケティングの統合」を積極的に進め、得意先シェアの拡大、制作業務での原価管理の徹

底や内製化体制の拡充などに努め、下期は前年同期並みの売上総利益確保に重点を置いて取り組

んでまいります。 

また、販管費についても、退職給付費用、賃借料、減価償却費等増加が明らかなものはありま

すが、もう一段の経費削減に努め、下期はほぼ前年同期並みに抑えるよう取り組んでまいります。 

それにより、下期の営業利益は、前年同期並みとなる見通しです。 

しかしながら、売上高が8月時点の見通しより大きく減少したことによる売上総利益の減少を

販管費の削減ですべてカバーすることは難しく、そのため、通期の営業利益を、前回修正時の180

億円から、165億円へ下方修正致しました。 

なお、現時点で、大きな特別損益は見込んでおりませんので、当期純利益は、95億円となる見

通しです。 

 

このように、当期純利益は前期比微減の見通しですが、1 株当たり配当金は、私どもの株主還

元の考え方に基づき、期初見通しは変更せず、年間80円から90円に増配の予定でおります。 

 

 

（注）業績予想につきましては、当社が現時点で合理的と判断する一定の条件に基づき作成してお

り、実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
 

以 上 


